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サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号「温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガ

ス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」に対するコメント 

 
1. コメントの対象となる公表物の名称及び公表時期 

サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号）（以下「温

対法」という。）における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK 制度」という。）の定める方法により測定し報告する温室

効果ガス排出を用いてサステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号「気候関連開示基準」（以下「気候基準」という。）の定めに従った測定及び開

示を行う場合に、気候基準の要求事項が必ずしも明確ではなく、実務上の解釈において見解が分かれている点について明確化を図るために、

2026 年 1 月 22 日に、次の公開草案（以下「本公開草案」という。）を公表した。 

 サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号「温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を

用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」 

 

2. コメント募集期間 

 2026年1月22日から2026年3月25日 
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3. 公開草案を踏まえた公表物の名称及び公表時期 

 サステナビリティ開示実務対応基準第 1 号「温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気

候基準』の定めに従う場合の開示」（2026 年 6 月 11 日公表）（以下「本実務対応基準」という。） 

 

 

4. 用語の定義 

本資料では、次の省略定義を用いている。 

省略定義 省略前 

SSBJ 基準 サステナビリティ開示基準 

ISSB 国際サステナビリティ基準審議会 

ISSB 基準 IFRS サステナビリティ開示基準 

IFRS S1 号 IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」 

IFRS S2 号 IFRS S2 号「気候関連開示」 

GHG プロトコル（2004 年） 温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年） 

温対法 地球温暖化対策の推進に関する法律 

SHK 制度 温対法における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」 
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5. コメント提出者一覧（到着順） 

 

 提出者名 

1 竹村 純也 

2 SLSV CES 研究所 上席研究員 齊藤 明 

3 日本公認会計士協会 

4 PwC Japan 有限責任監査法人 

5 一般社団法人全国銀行協会 

6 株式会社サステナビリティ会計事務所 

7 有限責任監査法人トーマツ 

8 三菱商事株式会社 

9 有限責任 あずさ監査法人 
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6. コメントの概要とその対応 

以下は、コメントの概要と当委員会のそれらに対応するコメントです。 

「コメントの概要」には、主なものを記載していますが、以下に記載されていないコメントについても、当委員会で分析を行っています。 

 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
質問 1 （本公開草案の主な内容に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 
1) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」という。）における温室効果ガス

排出量算定・報告・公表制度（以下「SHK 制度」という。）の定める方法について、サステ

ナビリティ開示テーマ別基準第２号「気候関連開示基準」（以下「気候基準」という。）第

49 項ただし書を適用する際の取扱いを明確化する取組に同意する。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

同 上 1. 本公開草案は、温室効果ガス排出の測定・開示に関してSHK制度に基づく温室効果ガス

排出を用いるにあたり、実務において見解が分かれている論点について明確化を図る

ことを目的としている（本公開草案BC3項からBC5項）。この点、本公開草案の目的に同

意する。 

同 上 

（温対法における SHK 制度の定める方法の測定範囲となっていない温室効果ガス排出の取扱いに対するコメント） 

2) 温対法にお

ける SHK 制度

の対象範囲と

なっていない

温室効果ガス

排出の取扱い

を明確化すべ

きである。 

以下の点については更に明確化すべきである。 

３．温対法におけるSHK制度の算定対象範囲に含まれない排出の取扱い 

スコープ１GHG排出について、SHK制度では、社用車から生じるGHG排出や3,000トン未満

の6.5ガスの排出等、一部の排出が算定対象に含まれていない。これらの排出については、

気候基準においてGHGプロトコルによる測定が原則となっていることに照らし、GHGプロト

コルに従い測定し、企業が報告するスコープ１GHG排出量に含めて開示する必要があると

解されるが、その点が不明瞭である。 

左記コメントは、温対法における SHK 制

度の定める方法の測定範囲となっていな

い温室効果ガス排出について、「GHG プロ

トコル（2004 年）」に従って測定し開示す

る必要があるかどうかが明確ではないと

のコメントである。 

企業が気候基準第 49 項ただし書きの取

扱いを選択し、法域の当局又は企業が上場
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
「温対法におけるSHK制度に基づく直接排出をもって、スコープ１温室効果ガス排出を

測定し開示する」という本公開草案第７項(1)の記載からは、SHK制度に基づき算定し報告

した数値をそのまま用いることできると解釈される可能性がある。したがって、SHK制度

の算定対象に含まれない排出についてもGHGプロトコルに従い測定し開示する必要がある

との解釈が正しい場合、第７項の要求事項はSHK制度において算定対象となっている排出

に限って適用され、それ以外の排出についてはGHGプロトコルに従って測定する必要があ

ることを明確にすべきである。 

する取引所が要求する方法を用いて温室

効果ガス排出に関する開示を行う場合、同

じような計算を二度行うことを回避し、企

業の負担を軽減するとした気候基準第 49

項ただし書きの趣旨を考慮すれば、一般的

には、当該方法が、気候基準が定める温室

効果ガス排出に関する開示のうち、どの部

分に相当する開示を要求しているのかに

ついて、その方法ごとに判断する必要があ

ると考えられる。 

この点、温対法における SHK 制度の定め

る方法は、「GHG プロトコル（2004 年）」と

目的や基本構造が類似しており、また、国

際的な温室効果ガス排出量の測定及び報

告に関する動向等を踏まえ、その見直しに

ついて継続して議論がなされており、今後

も国際的な実務との整合性が維持・向上さ

れることが見込まれていると考えられる。 

さらに、温対法における SHK 制度の定め

る方法と「GHG プロトコル（2004 年）」と

の間における測定範囲や測定方法の差異

は、温対法における SHK 制度の設計におい

て重要性の判断がなされ、取り入れられな

かったものと考えられる。 



 
 

6/47 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
以上により、気候基準第 49 項ただし書

きの取扱いを選択し、温対法における SHK

制度の定める方法により測定し報告する

温室効果ガス排出を用いる場合、スコープ

1温室効果ガス排出及びスコープ2温室効

果ガス排出については、追加の調整（期間

調整を除く。）をせずに、気候基準の定め

に従った開示を行うことになると考えら

れる。 

本公開草案では、気候基準第 49 項ただ

し書きの取扱いを選択するにあたっての

判断、及び温対法における SHK 制度の定め

る方法により測定し報告する温室効果ガ

ス排出を用いる場合の当該判断、並びに温

対法における SHK 制度の定める方法を用

いる場合に追加の調整（期間調整を除く。）

が不要である旨が明確ではないと考えら

えるため、本公開草案第 7 項を修正すると

ともに、上記の内容を結論の背景に追加す

ることとした。 

同 上 （本公開草案に関連して基準として定めることを検討すべき論点） 

7. 温室効果ガス排出の測定・開示に関してSHK制度に基づく温室効果ガス排出を用いる

にあたり、実務において解釈が分かれ得る論点は、本公開草案において扱われたもの

に限られない。 

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
8. 貴委員会が本公開草案の内容を基準として定めるのであれば、当該測定および開示を

行うにあたって解釈が分かれ、企業間の比較可能性を大きく損なう結果となり得る他

の論点についても、基準として定める必要があると考えられる。 

9. そのような論点として、例えば、以下の論点が認識されている。これらの論点につい

ても、明確にすることを検討いただきたい。 

SHK制度の算定対象範囲に含まれていない排出 

10. これまで、SHK制度の算定対象範囲に含まれていない排出（例：社用車から生じる温

室効果ガス排出、3,000トン未満の6.5ガスの排出）については、別途、GHGプロトコル

に従った算定を行い、企業が報告する温室効果ガス排出に含める必要があるかどう

か、また、関連する開示を行う必要があるかどうかが、必ずしも明らかではなかった

と考えられる。 

11. この点、企業が報告する温室効果ガス排出の網羅性を踏まえると、SHK制度の算定対

象範囲に含まれていない排出についても、別途、GHGプロトコルに従った算定を行い、

企業が報告する温室効果ガス排出に含める必要があるとの解釈が考えられる。一方

で、このような取扱いとした場合、実務が著しく煩雑となり、気候基準第49項ただし

書きを定めた趣旨が損なわれる可能性がある。 

12. また、本公開草案で提案された「温対法におけるSHK制度に基づく直接排出をもって、

スコープ1温室効果ガス排出を測定し開示する。」（本公開草案第7項(1)）との定めか

ら、SHK制度の算定対象範囲に含まれていない排出については、別途、GHGプロトコル

に従った算定を行い、企業が報告する温室効果ガス排出に含める必要はないとの解釈

も考えられる。 

13. このため、SHK制度の算定対象範囲に含まれていない排出について、別途、GHGプロト

コルに従った算定を行い、企業が報告する温室効果ガス排出に含める必要があるかど
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
うか、また、関連する開示を行う必要があるかどうかについて多様な実務が生じる可

能性がある。 

同 上 同意します。ただし、下記の点について検討することが必要と考えます。 

1. 本公開草案第7項(1)で示されているスコープ1温室効果ガス排出と、気候基準第6項

(4)及び気候基準BC128項で説明されている「報告企業全体としてのスコープ1温室効果ガ

ス排出」との関係を踏まえ、誤解を招かないような明確化を検討すべきと考えます。 

（理 由） 

本公開草案第7項(1)では、「温対法におけるSHK制度に基づく直接排出をもって、スコー

プ1温室効果ガス排出を測定し開示する」と定められています。この文言は、温対法にお

けるSHK制度のもとで算定対象外とされている排出源（例えば、工場・事業所等の敷地外

で使用している社有車等）からの直接的な温室効果ガス排出を「報告企業のスコープ1温

室効果ガス排出の絶対総量」に含める必要がないことを前提にしているようにも読めま

す。 

他方、気候基準におけるスコープ1温室効果ガス排出の定義に従えば、SHK制度のもとで

算定対象外にされているか否かに関わらず、報告企業が所有又は支配する排出源から発生

する直接的な温室効果ガス排出は集計する必要があるとも考えられます。 

本公開草案の提案ではこの点が不明瞭であり、誤解を招かないよう明確化が必要と考え

ます。 

左記コメントは、本公開草案第 7 項(1)

のスコープ 1 温室効果ガス排出の測定及

び開示の定めと、気候基準におけるスコー

プ 1 温室効果ガス排出の関係を踏まえ、温

対法における SHK 制度の定める方法の測

定範囲となっていない温室効果ガス排出

の取扱いについて明確化すべきとのコメ

ントである。 

温対法における SHK 制度の定める方法

の測定範囲となっていない温室効果ガス

排出の取扱いについては、質問 1 の 2)の

冒頭で記載している。 

同 上 同意する。但し、以下の点については明確化すべきと考えられる。 

(2) 温対法におけるSHK 制度の算定対象範囲に含まれない排出の取扱い 

➀ 気候基準49項ただし書き適用の可否 

温対法におけるSHK制度の定めでは、「GHGプロトコル（2004年）」と異なり、一定の水準

を超える温室効果ガスについてのみ6.5ガスの報告が求められており、一部の排出につい

ては算定対象となっていない。この点、気候基準では、7種類の温室効果ガスについて測

左記コメントは、エネルギー起源 CO2以

外の温室効果ガス（6.5 ガス）の排出につ

いて、排出量が一定水準以下のため温対法

における SHK 制度の定める方法の測定範

囲となっていない場合、「GHG プロトコル

（2004 年）」に従って測定し開示する必要
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
定することが要求されているため、これらの算定対象外となっている排出についてもGHG

プロトコルに従って測定し、開示を行う必要があると考えられるが、基準上は明確でない

ように考えられる。 

特に本公開草案第7項(1)の記載からは、温対法におけるSHK制度に基づき報告した数値

をそのまま利用できるように読み取れるため、SHK制度において対象外となっている排出

については算定が不要であるように解釈される可能性がある。 

そのため、SHK制度の算定対象外となっている排出について、GHGプロトコルに従って測

定する必要があることについて明確化いただきたい。 

があるかどうかが明確ではないとのコメ

ントである。 

温対法における SHK 制度の定める方法

の測定範囲となっていない温室効果ガス

排出の取扱いについては、質問 1 の 2)の

冒頭で記載している。 

同 上 SHK制度では、事業者の排出規模によっては、エネルギー起源の排出のみが報告対象と

なり、非エネルギー起源の排出については報告対象とならない場合があると理解してい

る。 

このような場合、SSBJ基準への対応にあたりGHG排出量を算定する際に、SHK制度におい

て非エネルギー起源の排出が報告対象外となっている企業については、当該制度の閾値の

考え方をそのまま適用し、基準を超える活動量が存在しない限り、GHG排出量への加算を

行わないという理解でよいのかが必ずしも明確ではないと考えられる。 

SHK制度における報告対象範囲とSSBJ基準におけるGHG排出量算定との関係について、特

に一部の排出のみがSHK制度の報告対象となっている企業の取扱いについて、より詳細な

補足の追記が望まれる。 

左記コメントは、エネルギー起源 CO2以

外の温室効果ガス（6.5 ガス）の排出につ

いて、排出量が一定水準以下のため温対法

における SHK 制度の定める方法の測定範

囲となっていない場合において、温対法に

おける SHK 制度の閾値の考え方をそのま

ま用いるかどうかの取扱いが明確ではな

いとのコメントである。 

温対法における SHK 制度の定める方法

の測定範囲となっていない温室効果ガス

排出の取扱いについては、質問 1 の 2)の

冒頭で記載している。 

同 上 同意する。但し、以下の点については明確化すべきと考えられる。 

② CH4やN2Oの取扱い 

Scope2GHG排出に関して、「GHGプロトコル（2004年）」では、対象ガスをCO2に限定してお

らず、発電や蒸気生成に伴って発生するCO2以外のガス（主にCH4やN2O）についても算定の

左記コメントは、温対法における SHK 制

度で用いられる排出係数に反映されてい

ない CO2 以外の温室効果ガス排出につい

て、「GHG プロトコル（2004 年）」に従って
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
対象としている。一方で、温対法に基づくSHK制度のための排出係数（以下、「温対法係数」）

では、CO2のみを対象としていることから、CO2以外のガス、主としてCH4やN2Oは集計対象外

とされている。 

気候基準第49項ただし書きを適用して、Scope2GHG排出を温対法により測定する場合、

温対法係数を用いて算定すれば足り、集計対象外となっているガス部分（CH4やN2Oを含む）

に関する調整は求められないかどうかについて基準上は明確ではないように考えられる

ため、明確化いただきたい。 

測定し開示する必要があるかどうかが明

確ではないとのコメントである。 

温対法における SHK 制度の定める方法

の測定範囲となっていない温室効果ガス

排出の取扱いについては、質問 1 の 2)の

冒頭で記載している。 

同 上 公開草案の作成趣旨である、気候関連情報の開示において、日本国内の既存法定報告制

度であるSHK制度との整合性を図ることで企業の実務負担を軽減するという方向性につ

き、賛同致します。一方、公開草案では十分に明確化がなされていない論点があり、追加

的な整理が必要と考えます。 

 

1. 前提 

日本のSHK制度についてはGHGプロトコル及びSSBJ基準とは、以下の点で差異が生じてい

ます。 

(a) 開示項目 

SHK制度はGHGプロトコルのような「スコープ1・2・3」という用語を採用してお

らず、両制度間での開示項目の対応関係は不明確。 

(b) 算定対象範囲 

SHK制度はスコープ1・2に相当する排出量のみを算定対象とし、スコープ3に相

当する間接排出は算定義務の対象外。また、スコープ1の範囲においても、社用

車等の移動性排出源等は算定対象外。 

(c) 測定方法 

測定方法においても複数差異あり。例えば、SSBJ基準では利用可能な最新のIPCC

左記コメントは、温対法における SHK 制

度と「GHG プロトコル（2004 年）」又は SSBJ

基準との間で、測定範囲や測定方法に差異

がある場合の取扱いについて、明確化を求

めるコメントである。 

温対法における SHK 制度の定める方法

の測定範囲となっていない温室効果ガス

排出の取扱いについては、質問 1 の 2)の

冒頭で記載している。 

 

左記コメントのうち、(a)の温対法にお

ける SHK 制度の報告項目と SSBJ 基準の開

示項目の対応関係については、本公開草案

において、温対法における SHK 制度に基づ

き報告される温室効果ガス排出と、気候基

準におけるスコープ 1 温室効果ガス排出

及びスコープ 2 温室効果ガス排出の対応
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
評価におけるGWP（現在は第6次評価報告書）の使用を求めるのに対し、温対法で

現在指定されているGWPは第5次評価報告書に相当し、算定結果に差異が生じ得

る。 

上記の差異を前提とした場合、企業がSHK制度の測定方法を選択する際の適用範囲につ

いて、公開草案は十分に明確ではないと考えます。公開草案において、開示項目の対応関

係については明確化が図られましたが、算定対象範囲や測定方法の取り扱いについては引

き続き明示されていません。その為、企業の開示対応や保証業務の実施において解釈の不

一致から混乱が生じる恐れがあります。 

関係を明確にすることとしている。 

左記コメントの(b)のスコープ 3 温室効

果ガス排出に相当する間接排出について

は、気候基準 BC128 項において、企業の特

定の部分に関する温室効果ガス排出､又は

企業の温室効果ガス排出の一部（例えば、

スコープ 1 温室効果ガス排出及びスコー

プ 2 温室効果ガス排出のみ）について開示

を行うことが、法域の当局によって要求さ

れている場合であっても、当該法域の要求

事項によって、気候基準が要求している、

報告企業全体としてのスコープ 1 温室効

果ガス排出、スコープ 2温室効果ガス排出

及びスコープ 3 温室効果ガス排出の絶対

総量を開示することは免除されないこと

が明らかにされている。 

左記コメントの(c)の地球温暖化係数の

取扱いについては、2026 年 3 月 13 日に改

正された気候基準第 66 項及び第 68 項に

おいて、取扱いが明確化されている。 

（送配電ロスに係る温室効果ガス排出の取扱いに対するコメント） 

3) 送配電ロス

に係る温室効

果ガス排出の

以下の点については更に明確化すべきである。 

４．送配電ロスに係るGHG排出の取扱い 

左記コメントは、送配電ロスに係る温室

効果ガス排出について、温対法における

SHK制度ではスコープ2に相当する温室効
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
取扱いを明確

化すべきであ

る。 

送配電ロスに係る排出は、SHK制度では受電端における排出係数を採用しているため間

接排出量に含まれるが、GHGプロトコル上は送電端における排出係数を用いてスコープ２

GHG排出量を算定するため、送配電ロスに係る排出はスコープ２GHG排出量から除外され、

スコープ３GHG排出量として扱われる点で両者に差異がある。 

本公開草案第７項(2)及び(3)の記載からは、SHK制度に基づき測定した数値からの調整

は許容されず、送配電ロスに係る排出の控除はできないと解されるが、その場合、GHGプ

ロトコルに基づき測定するスコープ３GHG排出との二重計上が生じることになる。この点

について、GHGプロトコルに基づくスコープ３GHG排出から送配電ロスに係る排出を除外

し、二重計上を避けることが許容されるのか、送配電ロスに係る排出の取扱いを明確にす

べきである。 

果ガス排出に含まれる一方、「GHG プロト

コル（2004 年）」ではスコープ 3 温室効果

ガス排出に含まれるため、二重計上となる

可能性がある。送配電ロスに係る排出の取

扱いを明確にすべきとのコメントである。 

ISSB は、異なる制度間での測定方法の

違いによる二重計上の可能性への対処よ

りも、同じような数字を二度計算すること

による追加のコストへの対処を重視した

ことから、「GHG プロトコル（2004 年）」と

は異なる測定方法を容認していると考え

られ（IFRS S2 号 BC88 項）、気候基準第 49

項ただし書きは当該 ISSB 基準の趣旨を踏

まえ定められている。このため、気候基準

では、ISSB 基準と同様に、二重計上（又は

未計上）に対処するための特段の定めは置

かないこととしており、本公開草案におい

ても、温室効果ガス排出の測定方法が、

「GHG プロトコル（2004 年）」と温対法に

おける SHK 制度の定める方法との間で異

なることにより生じる差異（二重計上又は

未計上）の取扱いについて、特段の定めは

置いていない。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
以上から、本公開草案は修正せず、温室

効果ガス排出の測定方法が、「GHG プロト

コル（2004 年）」と温対法における SHK 制

度の定める方法との間で異なることによ

り生じる差異（二重計上又は未計上）の取

扱いについて、特段の定めは置かないこと

とした。 

同 上 送配電ロスに係る排出 

14. 送配電ロスに係る排出について、SHK制度ではGHGプロトコルと取扱いが異なって

いる（すなわち、SHK制度では送配電ロスに係る排出が含められるが、GHGプロトコルで

は送配電ロスに係る排出はスコープ3排出として扱われ、スコープ2排出としては扱われ

ない。）。 

15. この点に関して、本公開草案で提案されているように「温対法におけるSHK制度に

基づく間接排出をもって、スコープ2温室効果ガス排出を測定し開示する。」（本公開草

案第7項(2)）とした場合、SHK制度に基づき算定した数値から調整しない（SHK制度に基

づき算定した数値を用いるべきであり、GHGプロトコルに基づき算定した数値に近づけ

るように調整することは認められない）との解釈が考えられる。 

16. この場合、スコープ2排出に送配電ロスに係る排出を含めつつ、GHGプロトコルに基

づき測定するスコープ3排出にも送配電ロスに係る排出が含まれ、二重計上となるが、

そのような取扱いを求めているのか、あるいは、GHGプロトコルとは異なるものの、二

重計上を回避するため、GHGプロトコルに基づくスコープ3排出から送配電ロスに係る排

出を除外することが認められるのかについて解釈が分かれる可能性がある。 

同 上 

同 上 同意します。ただし、下記の点について検討することが必要と考えます。 同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
3. 本公開草案の提案に従って、温対法におけるSHK制度に基づく間接排出をもってス

コープ2温室効果ガス排出を測定する場合の、送配電ロスの取扱いを明確化すべきと考え

ます。 

（理 由） 

本公開草案第7項(2)では、温対法におけるSHK制度に基づく間接排出をもって、マーケ

ット基準によるスコープ2温室効果ガス排出を測定し開示することが要求されています。 

温対法におけるSHK制度に基づく間接排出を算定するにあたって、例えば電気の使用に

伴う温室効果ガス排出量の測定に関連し、いわゆる送配電ロスに対応する温室効果ガス排

出は、スコープ2温室効果ガス排出に含めることとなると考えられます。 

一方で、GHGプロトコルに基づいてスコープ3温室効果ガス排出を測定及び開示する場

合、送配電ロスに対応する温室効果ガス排出は、スコープ2温室効果ガス排出には含めず

に、スコープ3温室効果ガス排出に含めることとなると考えられます。 

気候基準第49項ただし書きを適用し、温対法におけるSHK制度に基づく温室効果ガス排

出を利用する企業においては、スコープ3温室効果ガス排出は原則通りGHGプロトコルに従

って測定する必要があるため、上述のように送配電ロスはスコープ2温室効果ガス排出と

スコープ3温室効果ガス排出に重複して含められることとなり得ると考えられます。この

ような重複計上が認められるのかどうか、取扱いを明確化する必要があると考えます。 

同 上 以下の点については明確化すべきと考えられる。 

(3) 送配電ロスに関する取扱い 

Scope2GHG排出について、「GHGプロトコル（2004年）」に基づいて測定することを選択し

た企業が、温対法係数を用いるケースが実務上、見受けられる。SHK制度では受電端にお

ける排出係数を採用しているため間接排出量に含まれるが、「GHGプロトコル（2004年）」

では、送配電ロスに伴うGHG排出をScope3GHG排出に含めることとしており、Scope2GHG排

出から除外することとしている。 

左記コメントは、スコープ 2 温室効果ガ

ス排出について、「GHG プロトコル（2004

年）」に基づいて温室効果ガス排出を測定

する企業が、温対法における SHK 制度の排

出係数を用いる場合、「GHG プロトコル

（2004 年）」との差異を調整する必要があ

るかどうか、明確化を求めるコメントであ
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
このようなケースにおいては、送配電ロス部分についての調整を行わないと「GHGプロ

トコル（2004年）」に従った測定とはいえないように考えられるが、当該調整が必須なの

かが明確ではないため、明確化いただきたい。 

る。 

本公開草案は、本公開草案第 2 項及び第

3 項のとおり、温対法における SHK 制度の

対象となる企業が SHK 制度の定める方法

を用いる場合の定めを提案しており、「GHG

プロトコル（2004 年）」に従って測定する

場合には適用しないとしている。「GHG プ

ロトコル（2004 年）」に従った測定に関す

る取扱いは、本公開草案の範囲外であるこ

とから、本公開草案を修正しないこととし

た。 

（本公開草案第 7 項の定めに対するコメント） 

4) 本公開草案

第 7 項(2)の定

めを削除すべ

きである。 

（抜粋） 

本公開草案の提案に同意しない。本公開草案第７項(2)の規定は削除すべきである。 

不適切な理由は、温対法におけるSHK制度に基づく間接排出は、サステナビリティ開示

テーマ別基準第2号「気候関連開示基準」第47項により開示が求められる温室効果ガス排

出の「絶対総量」ではないからである。 

論点１  

気候基準第49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法における 

SHK制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行う場合で

あっても、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、気候基準第47 項

及び第54 項に従い開示されるマーケット基準によるスコープ2 温室効果ガス排出は、「絶

対総量」でなければならないと解釈されるべきである 

論点２ 

気候基準第 47 項は温室効果ガス排出の

絶対総量の開示を要求している。一方、温

対法における SHK 制度に基づく間接排出

の測定方法においては、カーボン・クレジ

ットによるオフセットが用いられている

と考えられる。具体的には、温室効果ガス

排出に反映できる契約証書等の属性は再

生可能エネルギー由来であるものの、温対

法における SHK 制度においては温室効果

ガス排出へ反映する方法としてカーボン・

クレジットと同様にt-CO2単位で控除され

ている。そのため、左記コメントは、温対
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
「温対法におけるＳＨＫ制度に基づく間接排出（「基礎排出量」）のうち、「他人から供

給された電気及び熱の使用に伴うエネルギー起源（CO2）の温室効果ガス排出量」の測定

方法ではカーボン・クレジットによるオフセットが用いられており、SHK制度に基づく間

接排出は絶対総量の排出量とはなっていない」 

（１）絶対総量とは 

気候基準BC110項に、絶対総量の定義が規定されている 

絶対総量とは、「本基準において、温室効果ガス排出の「絶対総量」とは、企業による

現在又は将来に おける直接的及び間接的な緩和及び適応の取組み（第29 項(2)参照）（例

えば、使用する計画があるカーボン・クレジット）を考慮に入れる前の、原単位ではない、

オフセット前の温室効果ガス排出量を意味すると考えられる。 

（２）カーボンクレジットとは 

上記の気候基準BC110項に規定されている「カーボン・クレジット」に関しては、気候

基準第6項(20)において、定義されている。 

カーボン・クレジット（carbon credit） は、カーボン・クレジット・プログラムによ

って発行され、温室効果ガスの排出削減又は除去を表す排出単位。カーボン・クレジット

は、電子登録によって一意にシリアル化され、発行され、追跡され、無効化される。 

また、IFRS S2号「気候関連開示」付録Aにおいても「カーボン・クレジット」の定義が

なされており、その中でもIFRS S2号BC152項の「カーボン・クレジットは、 企業が温室

効果ガス排出をオフセットするために生成又は購入する証書である」というのが最もわか

りやすい定義であると思われる。 

（３）カーボン・クレジットと契約証書の違いについて 

１．定義の違い 

1 ）カーボンクレジット 

前述のとおり、気候基準第6項（20）にはカーボン・クレジットが定義されている。 

法における SHK 制度に基づく間接排出は

絶対総量でないため、これをマーケット基

準によるスコープ 2 温室効果ガス排出に

含めて開示することは不適切であること

から「本公開草案第 7 項(2)は削除すべき

であるとのコメントである。 

温対法における SHK 制度は、温室効果ガ

ス排出量の報告制度として、排出量の単位

が t-CO2単位であることから、これと整合

的に契約証書等をt-CO2単位で控除する測

定方法を採用したと考えられ、当該契約証

書等をカーボン・クレジットとして捉えて

いる意図はないと考えられる。そのため、

本公開草案を修正しないこととした。 

 

なお、温対法における SHK 制度の「GHG

プロトコル（2004 年）」との整合性向上に

関するコメントについては、温対法におけ

る SHK 制度の枠組みを所管する環境省に

伝える。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
重要なのは、「カーボン・クレジット」とは、温室効果ガス排出の削減又は除去を表す

単位であることである。「温室効果ガス排出の削減を表す単位」は、削減量又は削減貢献

量（○○t-CO2）と呼ばれる。 

2 ）契約証書 

気候基準第11項（12）で「契約証書」の定義が記載されている。 

「契約証書」とは、次のいずれかをいう。①エネルギー生成に関する属性と一体となっ

ている電気等の購入契約 ②電気等の購入契約から分離された、エネルギー属性に着目し

て締結される契約 

エネルギー属性については、電力の場合は主に排出係数（再エネ由来電力の場合は、排

出ゼロt-CO2/kwh）を意味している。 

（４）マーケット基準における契約証書の利用とカーボンクレジットの関係 

気候基準大6項（11）のマーケット基準の定義において、契約証書は、マーケット基準

の排出量の測定に用いられることが、規定されている。 

「マーケット基準」とは、電気等の購入契約（分離できない契約証書が含まれることが

ある。）及び分離された契約証書の内容を反映してスコープ2温室効果ガス排出を測定する

方法をいう。 

上記の規定と絶対総量の定義（気候基準BC110項）から、マーケット基準によるスコー

プ２温室効果ガスを測定するうえで、契約証書とカーボン・クレジットに関して以下のこ

とが明らかになる。 

1 )契約証書を用いて、それを反映することが可能である 

2 )一方、カーボン・クレジットについては、これを用いることは、絶対総量の測定方

法に反することになるので、用いることはできない 

（５）CDPの資料の説明（カーボンクレジットと契約証書の違い） 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
CDPの資料では、クレジットと契約証書（再エネ証書（属性証明）について、以下のよ

うに説明されています。 

 

つまり、カーボン・クレジットは、当初の排出量から削減された温室効果ガス排出量（削

減貢献量）に関してのものであり、契約証書（属性証明）は、電力の属性（主に電力量と

排出係数（再エネの場合は、排出0tCO2/kWh））に関するものである。 

 

（６）カーボン・クレジットと契約証書の二通りに利用される証書等について 

上記「（３）カーボン・クレジットと契約証書の違いについて」で、カーボン・クレジ

ットと契約証書の違いについて明確にした。しかし、非化石証書、グリーン電力証書及び 

Ｊ－クレジット、国内クレジット及びオフセット・クレジット（J-VER）のうち再エネ電

力由来のものは、温室効果ガス排出量を算定するにあたり準拠する制度や算定基準、ガイ

ドラインの違いにより、カーボン・クレジットして利用される場合もあれば、契約証書と

して使われる場合もある。同じ証書が二通りに利用されていことで、カーボン・クレジッ

トとして利用されているのか、契約証書と利用されているのか分かりにくくなっている。 

このため、混乱が生じ、間違った認識が生まれる結果となっている 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
（７）カーボン・クレジットと契約証書の二通りに利用される証書に関しての温室効果ガ

ス排出量の算定方法の違いついて 

カーボン・クレジットと契約証書の二通りに利用される証書に関しての温室効果ガス排

出量の算定方法の違いに関連して、分かりやすい説明がある。 

2025 年３月にJICPA サステナビリティウェビナー「温室効果ガス（GHG）排出量（スコ 

ープ１～３）の算定について」の資料３７ページに、GHG プロトコルの算定方法（絶対

総量を算定）とSHK 制度の算定方法（絶対総量を算定していない）の違いについて、算定

例を記載し、分かりやすく説明されている。SHK 制度の算定方法は、SHK 制度の2024 年

度改正後の基礎排出量についても変わっていない。 

2025 年３月にJICPA サステナビリティウェビナー「温室効果ガス（GHG）排出量（スコ 

ープ１～３）の算定について」の資料P37 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

 

この計算例で示されている二つの測定法における排出量の違いは、絶対総量を算定する

にあたっての測定方法の違いによるものではなく、絶対総量を測定しているか、絶対総量

ではないカーボン・クレジットを使用した排出量を測定しているかの違いにより生じてい

るものである。この点は非常に重要である。 

（８）温対法におけるSHK 制度に基づく間接排出（（「基礎排出量」のうち、「他人から供

給された電気及び熱の使用に伴うエネルギー起源 CO2」の温室効果ガス排出量）の算定方

法について 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
「SHK 制度に基づく間接排出」とは、『「基礎排出量」のうち、「他人から供給された電

気及び熱の使用に伴うエネルギー起源 CO2」の温室効果ガス排出量』であり、基礎排出量

は。「温対法第26 条第3 項において規定される「温室効果ガス算定排出量」である。 

（９）「温対法におけるSHK 制度に基づく間接排出」に関して、その大半を占める基礎排

出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温室効果ガス排

出量算定におけるカーボン・クレジットの利用 

以下においては、「温対法におけるSHK 制度に基づく間接排出」に関して、その大半を

占める基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温

室効果ガス排出量の算定方法おいて、カーボン・クレジットが利用されていることについ

て検討を行う。基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 

CO2 の温室効果ガス排出量の算定式は、以下のとおりである。 

温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver6.0) (2025 年3 月) 

3.1.3 (2) 

(2) 算定式： 

電気の使用量に、単位使用量当たりの排出量を乗じて求めます。特定排出者単位の報告

においては、証書等に係る排出量を控除又は加算した排出量を報告します。 

 

他人から供給された電気の使用に伴う排出量算定における「証書等に係る排出量」とは、

以下のものを指します。 

• 非化石電源二酸化炭素削減相当量 

• グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量（グリーン電力証書由来） 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
• Ｊ－クレジット、国内クレジット及びオフセット・クレジット（J-VER）のうち再エ

ネ 電力由来のもの。 

なお上記で控除できるクレジットは、他者が創出した証書等のうち、自社に移転され無

効化されたものが対象です。自社が創出したクレジットを、自社の基礎排出量の算定に用

いることはできません。 

従って、基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 

の温室効果ガス排出量の上記の算定式では、「需要家自身が調達した証書等に係る排出量

のうち無効化した量」を控除している。 

また、上記の「証書等に係る排出量」とは、以下のものを指すとしている。 

• 非化石電源二酸化炭素削減相当量 

• グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量（グリーン電力証書由来） 

• Ｊ－クレジット、国内クレジット及びオフセット・クレジット（J-VER）のうち再エ

ネ電力由来のもの。 

また、気候基準第６項（20）に記載されている「カーボン・クレジット」の無効化につ

いても、温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver6.0) (2025 年3 月)第3.1.3 項

(2)におい「需要家自身が調達した証書等に係る排出量のうち無効化した量」として記載

されている。 

従って、上記の証書等に係る排出量の「証書等」は、まさに「企業が温室効果ガス排出

をオフセットするために生成又は購入する証書（カーボン・クレジット）」である。 

上記証書等の全てが、カーボン・クレジット（ 企業が温室効果ガス排出をオフセット

するために生成又は購入する証書）として利用されていることは明白である。 

このことから、「温対法におけるSHK 制度に基づく間接排出」に関して、その大半を占

める基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温室

効果ガス排出量」は、企業による現在又は将来に おける直接的及び間接的な緩和及び適
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
応の取組み（第29 項(2)参照）（例えば、使用する計画があるカーボン・クレジット）を

考慮に入れた後のオフセット後の温室効果ガス排出量となっていることから、絶対総量で

はない。 

従って、基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 

の温室効果ガス排出量は、絶対総量でないことは明らかである。 

 

３．結論１ 

気候基準第49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法における 

SHK制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行う場合で

あっても、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、気候基準第47 項

及び第54 項に従い開示されるマーケット基準によるスコープ2 温室効果ガス排出は、「絶

対総量」でなければならない。 

絶対総量とは、「本基準において、温室効果ガス排出の「絶対総量」とは、企業による

現在又は将来に おける直接的及び間接的な緩和及び適応の取組み（第29 項(2)参照）（例

えば、使用する計画があるカーボン・クレジット）を考慮に入れる前の、原単位ではない、

オフセット前の温室効果ガス排出量を意味すると考えられる。 

カーボン・クレジット（carbon credit） は、カーボン・クレジット・プログラムによ

って発行され、温室効果ガスの排出削減又は除去を表す排出単位。カーボン・クレジット

は、電子登録によって一意にシリアル化され、発行され、追跡され、無効化される。つま

り、カーボン・クレジットは、 企業が温室効果ガス排出をオフセットするために生成又

は購入する証書である。 

「温対法におけるSHK 制度に基づく間接排出」に関して、その大半を占める基礎排出量

のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温室効果ガス排出量
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
の算定方法において、カーボン・クレジットが企業の温室効果ガス排出量をオフセットす

る形で使われている。 

従って、「温対法におけるSHK 制度に基づく間接排出」に関して、その大半を占める基

礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温室効果ガ

ス排出量は、絶対総量ではない。その結果、温対法におけるSHK 制度に基づく間接排出

は、絶対総量ではないこととなる。 

以上のことから、気候基準第49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、

温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて

測定を行う場合に、温対法におけるSHK 制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準

によるスコープ2 温室効果ガス排出を測定し開示することは不適切である。 

従って、本公開草案第７項(2)の規定は削除すべきである。 

４. 結論２ 

公開草案第７項（２）を定めた場合は、様々な問題が生じる 

（１）絶対総量開示の軽視 

1) 絶対総量の開示の重要性 

気候基準第BC109 項に絶対総量を開示することの意義が記載されている。 

本基準は、温室効果ガス排出の絶対総量の開示を要求している（第47 項参照）。当該情報

は、特定の気候関連のリスク及び機会（特に、低炭素経済への移行に関連したもの） に

対する企業のエクスポージャーを主要な利用者が評価するにあたり役立つと考えられる。 

気候基準第BC109 項の規定の参照を待つまでもなく、絶対総量による温室効果ガス排

出量の開示は、気候基準及びIFRS S2 号において根幹をなす非常に重要な要求事項であ

ることは明らかである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
結論１で明らかにしたように、「温対法におけるSHK 制度に基づく間接排出をもって、

マーケット基準によるスコープ2 温室効果ガス排出を測定し開示する」ことは、絶対総量

ではない温室効果ガス排出量を開示することになる。 

従って、本公開草案の第７項の規定は、「気候基準」第47 項に定められている「絶対総

量の開示」という根幹をなす重要な要求事項を満たしていないこととなる。絶対総量では

ない排出量の開示を認めることは、気候基準及びIFRS 2 号の根幹の原則である「絶対総

量の開示」を軽視し、無視したことになる。 

（２）気候基準に対する信頼の低下 

「温対法におけるSHK 制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準によるスコー

プ2温室効果ガス排出を測定し開示する」ことは、絶対総量ではない温室効果ガス排出量

を開示することになる。絶対総量ではない温室効果ガス排出量の開示を認めることによ

り、気候基準に対する信頼を失うことになる。 

（３）サスティナビリティ基準委員会の行っていけない逸脱した解釈 

サスティナビリティ基準委員会は、基本的にIFRS S2 号及び気候基準について、その解

釈を行わないことを原則としていると理解している。それは、気候基準はIFRS S2 号をベ

ースにしており、気候基準を解釈することはIFRS S2 号を解釈することになることから、

サスティナビリティ基準委員会が単独で解釈することは避けるべきであるという考えに

基づくものと考えられる。従い、気候基準の解釈は、開示企業（その保証業務実施者を含

む）に専ら委ねられている。 

もし、サスティナビリティ基準委員会が、本公開草案の第７項の規定を定めた場合は、

FRSS2 号及び気候基準に従い、気候基準第49 項またはIFRS S2 号第29 項（a）(ii)のた

だし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法における SHK 制度の定める方

法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行う場合に、気候基準第47 項

又はIFRSS2 号第29 項（a）(i)に従って、スコープ2温室効果ガス排出について絶対総量
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
ではない排出量を開示して良いという解釈を行ったことになる。このように重要な事項の

解釈について、サスティナビリティ基準委員会は、踏み込むべきではない。 

法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の温室効果ガス排出を測定するうえで異

なる方法を要求しており、その異なる測定方法を用いる場合は、本基準の重要な要求事項

（例えば、絶対総量の開示）を完全に無視することができ、異なる方法がどんなものでも、

その方法を用いて測定した結果（例えば、絶対総量ではない温室効果ガス排出量）を開示

でき、気候基準上（IFRS S2 号上も）まったく問題ないと単純に考え、解釈することは非

常に問題がある。 

５. 結論３ 代替案について、 

本公開草案第７項（２）の規定は、制定してはならない、というのが結論１及び結論２

での結論である。この結論３では、代替案について検討する。 

（１）総量（グロス）と純量（ネット）の区別の重要性 

前述の通り、気候基準第BC109 項に絶対総量を開示することの意義が記載されている。 

また、温室効果ガス排出目標についてであるが、気候基準第97 項及び98 項に以下の規

定がある。ここでは、総量（グロス）と純量（ネット）を明確に区別している。 

気候基準においても又IFRS S2 号においても、総量（グロス）と純量（ネット）を明確

に区別することは大原則であると考えられる。 

マーケット基準によるスコープ2 温室効果ガス排出の測定及び開示に基礎排出量を認

めることは、総量（グロス）と純量（ネット）を混在させることとなり、気候基準におい

ても又IFRS S2 号においても、絶対に許されてはならない。従って、基礎排出量の開示を

認めることを前提とした代替案は存在しない。マーケット基準によるスコープ2温室効果

ガス排出の測定及び開示は、絶対総量の測定及び開示でなければならない。 

マーケット基準によるスコープ2温室効果ガス排出の測定及び開示として、温対法のSHK

制度に基づいた基礎排出量が認められないと、事業者の排出量算定の負担の軽減はできな
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
いことになる。しかし、上記のように気候基準第及びIFRS S2 号の根幹に関わる事項であ

り、小手先の調整では解決できない問題である。従い、温対法のSHK制度に基づく事業者

の排出量測定の方法を、気候基準（及びIFRS S2 号）に合致・整合した測定方法に変更し

てもらうことが、事業者の排出量算定の負担を軽減する唯一の方法である。 

5) 「環境大臣

及び経済産業

大臣が公表す

る平均的な排

出係数」に該当

する排出係数

を明確化すべ

きである。 

同意します。ただし、下記の点について検討することが必要と考えます。 

2. 本公開草案第7項(3)に従って、ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排

出の測定及び開示を行う場合に、用いることが要求される「環境大臣及び経済産業大臣が

公表する平均的な排出係数」に該当する排出係数を明確化すべきと考えます。 

（理 由） 

本公開草案第7項(3)では、ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出の測定

及び開示において、「環境大臣及び経済産業大臣が公表する平均的な排出係数」を用いる

ことが要求されています。この「平均的な排出係数」について、本公開草案BC16項及びBC17

項では「全国平均係数及び代替値等の平均的な排出係数」と言及されているものの、この

「等」により何らか他の排出係数が想定されているのか、また想定されているとしたらど

のような排出係数なのかが明確ではないと考えます。 

本公開草案第7項(3)に定める「環境大臣及び経済産業大臣が公表する平均的な排出係

数」に該当し得る排出係数は多くないと考えられるため、該当する排出係数を明確化すべ

きと考えます。 

左記コメントは、本公開草案第 7 項(3)

等における「環境大臣及び経済産業大臣が

公表する平均的な排出係数」について、該

当する排出係数を明確化すべきであると

のコメントである。 

「環境大臣及び経済産業大臣が公表す

る平均的な排出係数」については、例えば

我が国において電力系統が独立している

沖縄県で発電され供給される電気等に適

用する排出係数等、全国平均係数や代替値

以外の排出係数が該当する場合があると

考えられる。したがって、具体的な排出係

数の名称を特定するのではなく、用いるべ

き排出係数の考え方を示す記載としてい

る。また、「GHG プロトコル（2004 年）」の

改訂等も見据え、SSBJ 基準の円滑な維持

管理を可能にする観点からこのような表

現としている。 

そのため、本公開草案を修正しないこと

とした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
（本公開草案 BC9 項を削除すべきとのコメント） 

6) 本公開草案

BC9項を削除す

べきである。 

（抜粋） 

本公開草案第 BC９項の内容は、不適切である。従って、削除されるべきである。 

「GHG プロトコル（2004 年）」のマーケット基準とあるが、「GHG プロトコル（2004 年）」

（「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」）では、マーケット基準

は定められていない。マーケット基準が定められているのは、GHG プロトコル・スコープ

２ガイダンスである。従って「「GHG プロトコル（2004 年）」の「マーケット基準」という

表現は明らかなまちがいである。 

また、気候基準及び ISSB S2 号においても、GHG プロトコル・スコープ２ガイダンス

への準拠は求められていない。従って、スコープ２ガイダンスに定められているマーケッ

ト基準の定義及び測定方法は、気候基準及び ISSB S2 号には一切適用されない。 

また、温対法における SHK 制度の 2024 年度改正において、新しく「直接排出及び間

接排出を区分した報告になったことに加えて、間接排出について、非化石証書やグリーン

電力・熱証書、さらには再生可能エネルギー電力・熱由来の J-クレジットを反映するな

ど、」なったような表現になっているが、上記の「（１）他人から供給された電気の使用に

伴う温室効果ガス排出量の算定に関する SHK 制度の歴史的変遷」で記載したように、こ

れは、改正前の調整後排出量において既になされていたもので、多少の変更はあったが、

基本的には、改正前の調整後排出量が改正後の基礎排出量に移動してきたもので、全く新

しいものではない。とりたてて強調することは誤解を招くこととなり、不適切である。  

さらに、SHK 制度の 2024 年度改正後の他人から供給された電力に係る基礎排出量は、

カーボン・クレジットをその算定に用いており、GHG プロトコル・スコープ２ガイダンス

のマーケット基準の排出量の算定においてカーボン・クレジットを用いてはならないとい

う点において、大きく異なっている。このことは、両算定方法の根幹に関わる事項であり、

その隔たりは大きく、「近似する形で整合が図られている」という表現は、間違った認識

左記コメントを踏まえ、本公開草案 BC9

項を削除するとともに、BC13 項を修正す

ることとした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
に基づくものであり、誤解を招く表現である。従い、本公開草案第 BC９項の「「GHG プロ

トコル（2004 年）」（正確には「GHG プロトコル・スコープ２ガイダンス」）のマーケット

基準によるスコープ 2温室効果ガス排出の測定方法に近似する形で整合が図られている」

という表現は全く不適切であり、この内容は削除すべきである。 

（温室効果ガス排出のスコープごとに異なる測定方法を用いることに対するコメント） 

7) 気候基準第

49 項ただし書

きの適用につ

いて、温室効果

ガス排出のス

コープごとに

選択できるか

否かを明確化

すべきである。 

（本公開草案に関連して明確化を検討すべきその他の論点） 

スコープごとに異なる測定方法を用いることの是非 

17. GHG プロトコルにより温室効果ガス排出を測定することを望む企業が、送配電ロスに

係る排出の調整が困難であるため、スコープ 2 排出については SHK 制度の枠組みで算

定可能な温室効果ガス排出を用いることを望む可能性があると考えられる。 

18. この点、気候基準第 49 項本文および同ただし書きの定めは、スコープ 1 排出および

スコープ 2排出の双方に同じ測定方法を用いることを要求しているか明記されていな

いものの、スコープ 1排出については GHG プロトコルにより算定し、スコープ 2 排出

については SHK 制度に基づき算定することは認められないという理解でよいか確認さ

せていただきたい。 

左記コメントは、スコープ 1 温室効果ガ

ス排出は「GHG プロトコル（2004 年）」に

基づき測定し、スコープ 2 温室効果ガス排

出は温対法における SHK 制度に基づき測

定することができるかについて、確認する

コメントである。 

本公開草案第 7 項は、スコープ 1 温室効

果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス

排出の双方に同じ測定方法を用いること

を要求することは想定していない。気候基

準第 49 項ただし書きの取扱いは、企業に

選択を認めるものであると考えられるこ

とから、本公開草案第 7項の定めは、スコ

ープ1温室効果ガス排出及びスコープ2温

室効果ガス排出のいずれか又は両方に適

用することを選択できると考えられる。 

また、スコープ 1 温室効果ガス排出又は

スコープ 2 温室効果ガス排出のいずれか

について、気候基準第 49 項ただし書きの
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
取扱いを選択する場合、開示される情報が

不明瞭にならないように、気候基準第 62

項が要求する「GHG プロトコル（2004 年）」

とは異なる方法を用いて温室効果ガス排

出を測定する場合の開示において、スコー

プ 1 温室効果ガス排出又はスコープ 2 温

室効果ガス排出のいずれに適用している

かを開示することが適切であると考えら

れる。 

本公開草案ではこの点が明確ではないと

考えられるため、本公開草案第 7 項を修正

し、また、スコープ 1 温室効果ガス排出又

はスコープ 2 温室効果ガス排出のいずれ

に適用しているかを開示する定めを追加

するとともに、結論の背景を追加すること

とした。 

（本公開草案の名称に対するコメント） 

8) 本公開草案

の名称を変更

すべきである。 

下記の点についてご検討ください。 

1. 本公開草案のタイトルが「温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告

する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」と

なっていますが、気候基準第 49 項ただし書きは測定について言及しているのみであり、

報告については言及していないことから、「温対法における SHK 制度の定める方法により

測定した温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」

左記コメントは、気候基準第 49 項ただ

し書きは「測定」について言及しているの

みであり、「報告」については言及してい

ないことから、本公開草案のタイトルを変

更すべきとするコメントである。 

本公開草案は、範囲として、温対法にお

ける SHK 制度の対象となっている企業が、
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
等にタイトルを変更し、整合するように本文の説明も変更することが望ましいと考えま

す。 

気候基準第 49 項ただし書きの取扱いを選

択し、企業の全部又は一部について、温対

法における SHK 制度の定める方法により

測定し報告する温室効果ガス排出を用い

て気候基準の定めに従った開示を行う場

合に適用することを想定している。本公開

草案のタイトルも、本公開草案の範囲が明

確になるようにしている。 

そのため、「報告する」の記載について

は、修正しないこととした。なお、質問 1

の 2)に記載のとおり温対法における SHK

制度の定める方法を用いる場合に追加の

調整（期間調整を除く。）が不要である旨

を明確化するために、本公開草案第 7 項を

修正することに伴い、「温対法におけるSHK

制度の定める方法により測定し報告する

温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の

定めに従う場合の開示」に名称を変更とす

ることとした。 

（本公開草案における範囲の定めに対するコメント） 

9) 温対法にお

ける SHK 制度

の対象となっ

ていない企業

実務対応基準 「Ⅰ.範 囲」(P.3)に記載の「本実務対応基準は、温対法における SHK 制

度の対象となっている企業が、「気候基準」第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又

は一部について、温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果

ガス排出を用いて、「気候基準」の定めに従った測定及び開示を行う場合に適用する。」 

左記コメントは、報告企業のうち温対法

における SHK 制度の対象となっていない

部分について、温対法における SHK 制度の

定める方法を用いて温室効果ガス排出を
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
の一部につい

て、気候基準第

49 項ただし書

きの適用可否

を明確化すべ

きである。 

および、「［設例］温室効果ガス排出の測定方法及び温室効果ガス排出に関する開示」

(P.13)では、「SHK 制度の対象となっていない当社グループ国内拠点は GHG プロトコルに

基づき算定している」と示されている。この点について、SHK 制度の算定方法は、SHK 制

度の報告対象事業者のみが用いることを想定しているのかが必ずしも明確ではないと考

えられる。 

例えば、これまで一部のグループ会社のみが SHK 制度の対象であった企業が、SSBJ 基

準への対応として算定バウンダリをグループ全体へ拡大する場合、SHK 制度の対象外であ

るグループ会社についても、SHK 制度と同様の算定方法に基づいて排出量を集計すること

を認めるのかどうかについて、実務上判断が分かれる可能性がある。 

排出量算定の一貫性や実務負担の観点から、SHK 制度の対象外拠点(例：SHK 制度の非対

象事業者)についても SHK 制度の算定方法を用いることが許容されるのか、又は GHG プロ

トコルに基づく算定を行うことが想定されているのかについて、より詳細な補足の追記が

望まれる。 

測定することが許容されるのかについて、

明確化すべきとのコメントである。 

気候基準第 49 項ただし書きは、企業の

全部または一部について、法域の当局又は

企業が上場する取引所が、温室効果ガス排

出を測定するうえで「GHGプロトコル（2004

年）」と異なる方法を用いることを要求し

ている場合、企業のその部分について、異

なる方法を用いることができるとする定

めである。コメントにある温対法における

SHK 制度の対象外である企業は、温対法に

おける SHK 制度を用いて報告することが

求められていないため、気候基準第 49 項

ただし書きの取扱いを選択することはで

きないと考えられる。 

（本公開草案における設例の位置付けに対するコメント） 

10) 本公開草

案における設

例の位置付け

を明確にすべ

きである。 

2. 本公開草案の文末にある「設例」は、本実務対応基準の一部を構成し、SSBJ 基準の

一部を構成するものかどうかを明確にすべきと考えます。貴委員会が作成するサステナビ

リティ開示基準（SSBJ 基準）や公表する文書について、例えば結論の背景の冒頭では、

「結論の背景は、本基準を構成する」と説明されています。また、例えば補足文書の冒頭

では「本補足文書は、サステナビリティ開示基準を構成しない」と説明されています。こ

れらは企業会計基準委員会が作成する会計基準等では見られない基準作成の実務であり、

貴委員会はサステナビリティ開示基準を構成する範囲を丁寧にご説明する意図があると

推察します。この観点から、本公開草案の文末にある「設例」についても、サステナビリ

左記コメントは、本公開草案の「設例」

が SSBJ 基準を構成するかどうかを明確に

すべきであるとのコメントである。 

本公開草案の「設例」の冒頭において、

当該設例は本実務対応基準で示された内

容の理解を深めるための参考であること

を明記している。また、経済環境や各企業
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
ティ開示基準を構成する範囲に含まれるのかどうかを丁寧にご説明されることを提案し

ます。 

の実情に応じて異なり得るものであるこ

とも明記している。 

以上から、「設例」は、SSBJ 基準を構成

しないことは明確であると考えられるた

め、本公開草案を修正しないこととした。 

質問 2 （本公開草案の適用時期に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

1) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

提案に同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

質問 3 （その他） 

（本公開草案の提案に関する ISSB 基準における解釈に対するコメント） 

1) 本公開草案

の提案に関す

る ISSB 基準に

おける解釈を

明確化すべき

である。 

本公開草案の結論の背景BC16項からBC20項において示されたロケーション基準の位置

づけについては、「気候基準」第49項ただし書きの解釈として位置づけられる場合、IFRS 

S2第29項(a)(ii)及びそのBasis for Conclusionsにおいて示された例外の趣旨との関係

をより明確に説明する必要があると考えます。 

公開草案BC16項は、温対法におけるSHK制度ではロケーション基準によるスコープ2排出

の報告は要求されていないことを明示しています。そのうえで、当該制度に基づく活動量

及び排出係数を用いることによりロケーション基準による排出量を算定することが可能

であることを理由として、当該測定値もSHK制度の枠組みに含まれるものとして整理して

います。 

しかしながら、本公開草案が対象とするロケーション基準による測定値は、SHK制度に

おいて報告が義務付けられている測定値ではなく、当該制度に基づき収集された情報を用

いて追加的に算定される測定値であると理解されます。 

左記コメントは、大きく次の 2 点につい

てのコメントである。 

1 点目は、本公開草案第 7 項(3)に従っ

て測定されるロケーション基準によるス

コープ 2 温室効果ガス排出量は、温対法に

おける SHK 制度で報告が要求されていな

いことに関連し、本公開草案の取扱いとし

て、気候基準第 49 項ただし書きの「GHG プ

ロトコル（2004 年）」とは異なる方法に該

当するのか、あるいは実務上の簡便法とし

ての位置付けであるのかの解釈を明確に

すべきとするコメントである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
IFRS S2第29項(a)(ii)の例外の趣旨は、法域の当局により企業に対して報告が義務付け

られている測定が既に存在する場合に、当該測定との重複を回避するために限定的に認め

られた構造例外であると解されます。この趣旨に照らせば、当該例外の適用範囲は、法域

により報告が義務付けられている測定との重複が現に存在する場合に限定されていると

解されます。 

特に、IFRS S2第29項(a)は、ロケーション基準によるスコープ2排出の開示を必須とし、

契約証書に関する情報（又はマーケット基準）の開示を補足的に位置づけています。この

ように、ロケーション基準によるスコープ2排出はIFRS S2における主要な開示項目とし

て位置づけられているため、その測定について例外を適用するためには、法域により当該

測定が報告義務として明確に要求されていることが前提となると解されます。 

したがって、ロケーション基準による測定が法域の制度において報告義務として要求さ

れていない場合には、当該測定についてISSB基準と法域の要求との間に重複は存在せず、

第29項(a)(ii)の例外の成立要件は満たされないと考えられます。 

公開草案BC17項は、本整理を採用しない場合に企業の実務負担が増加する可能性がある

ことを指摘しています。しかしながら、実務負担の軽減という政策目的と、「気候基準」

第49項ただし書きにおける例外の適用要件の解釈とは、基準の論理として区別して検討さ

れる必要があると考えます。 

この点に関して、第62回サステナビリティ基準委員会における審議の過程において、

IFRS S2第29項(a)(ii)の解釈について議論が行われています。本公開草案BC16項からBC20

項における整理が当該審議における検討内容及びIFRS S2の例外規定の趣旨とどのように

整合するのかについて結論の背景において明示されることが、「気候基準」の解釈の明確

化及びIFRS S2との整合性の確保の観点から重要であると考えます。 

したがって、本公開草案におけるロケーション基準の取扱いについては、以下のいずれ

かを結論の背景において明示することを要望いたします。 

2 点目は、1 つ目の解釈について、IFRS 

S2 号第 29 項(a)(ii)との整合性を明示す

べきとするコメントであり、 

(a) 本公開草案で提案する取扱いを気候

基準第 49 項ただし書きの「GHG プロ

トコル（2004 年）」とは異なる方法と

解釈した場合に、IFRS S2 号第 29 項

(a)(ii)の例外（「GHGプロトコル（2004

年）」とは異なる方法）として認めら

れるのか 

(b) 本公開草案で提案する取扱いを気候

基準第 49 項ただし書きとは独立した

実務上の簡便法として位置付ける場

合に、その根拠、及び IFRS S2 号への

準拠と解釈できるのかどうか 

を確認するコメントである。 

 

1 点目のコメントについて、本公開草案

は、ロケーション基準によるスコープ 2 温

室効果ガス排出量は温対法における SHK

制度で報告が要求されていないが、温対法

における SHK 制度に基づく間接排出を用

いたマーケット基準によるスコープ 2 温

室効果ガス排出と合わせて開示すること
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
（a）当該取扱いを「気候基準」第49項ただし書きの解釈として位置づける場合には、

SHK制度において報告が義務付けられていない測定値を当該例外の適用範囲に含めること

が、IFRS S2第29項(a)(ii)の例外の成立要件及びそのBasis for Conclusionsにおいて示

された趣旨とどのように整合するのかについての説明 

（b）当該取扱いを「気候基準」第 49 項ただし書きとは独立した実務上の簡便法として

位置づける場合には、その基準上の根拠、IFRS S2 との関係、当該取扱いが IFRS S2 への

準拠として解釈され得るか否か、並びに当該取扱いが国際的な比較可能性及び他の法域に

おける同様の取扱いとの整合性に与える影響についての説明 

により、本公開草案で提案するロケーショ

ン基準によるスコープ 2 温室効果ガス排

出も温対法における SHK 制度と同じ枠組

みのものとして、気候基準第 49 項ただし

書きの「GHG プロトコル（2004 年）」と異

なる方法により測定したものとして扱う

こととしている。 

2 点目のコメントについて、ISSB が、各

法域の制度に対して、ISSB 基準における

解釈を個々に判断することはないと考え

られる。本公開草案が扱う温対法における

SHK 制度についても、同様と考えられる。 

また、当委員会も、ISSB 基準について直

接、解釈することはしないこととしてお

り、本公開草案に基づく開示が ISSB 基準

に準拠することになるかどうかについて

は、判断はしていない。 

 

以上から、本公開草案を修正しないこと

とした。 

同 上 以下の点については更に明確化すべきである。 

１．ISSB基準との関係性の明確化 

IFRSサステナビリティ開示基準（以下「ISSB基準」という。）との同時準拠を望む企業

が本公開草案第７項を適用した場合、当該ロケーション基準によるスコープ２温室効果ガ

左記コメントの前段は、次の 2 点につい

てのコメントである。 

1 点目は、本公開草案で提案する取扱い

について、IFRS S2 号第 29 項(a)(ii)の規
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
ス（以下「GHG」という。）排出量は、IFRS S2号第29項(a)(ⅱ)に照らして、認められない

おそれがある。 

具体的には、温対法の報告に基づくマーケット基準による数値と温対法の枠組みで測定

したロケーション基準による数値を併せて開示する方法を適用したとしても、当該ロケー

ション基準による排出量は法域で求められる方法ではないため、IFRS S2号第29項(a)(ⅱ)

の規定に準拠しないと判断される可能性がある。 

したがって、当該解釈については、SSBJと国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」

という。）による議論を通じ、ISSB基準との差異につながるかどうかを明確にすべきであ

る。また、ISSBとの議論の結果、新たな差異として識別された場合には、「SSBJ基準とISSB

基準の差異の一覧及び項番対照表」を更新するとともに、当該差異の内容に関する説明も

付す必要があると考える。 

この点、SSBJ は、高品質で国際的に整合性のあるサステナビリティ開示基準を開発す

るに当たり、ISSB 基準と整合性のあるものとすることを基本的な方針とし、原則として

ISSB 基準の要求事項を全て取り入れた上で、必要に応じて、企業が適用することを選択

することができる SSBJ 基準独自の取扱いを追加することとしたが、ISSB 基準の要求事項

を取り入れた SSBJ 基準の要求事項に関する適用上の課題への対応について、ISSB 基準の

考え方と歩調を合わせたいというニーズが存在する。こうした観点から、我が国における

適用上の課題について、継続的に ISSB と連携しながら解決を図る取組を推進していただ

きたい。例えば、SSBJ において国内の適用上の課題に関する議論を行い、その内容をサ

ステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラムや IFRS S1 号及び IFRS S2 号に関する

移行支援グループ等を通じて意見発信することにより、ISSB における適切な検討プロセ

スの下で、当該課題に関するグローバルな対応が検討されることを期待する。 

定に準拠するか、ISSB と議論し明確化す

るべきとのコメント 

2 点目は、ISSB 基準との差異になるか明

確化を求めるコメント 

である。 

 

1 点目について、ISSB 基準における解釈

については、質問 3 の 1)の冒頭で記載し

ている。 

 

2 点目について、サステナビリティ開示

ユニバーサル基準、サステナビリティ開示

テーマ別基準、及びサステナビリティ開示

産業別基準は、ISSB 基準に対応する SSBJ

基準として開発することを想定しており、

それ以外の内容について一定の開示を定

める場合は、サステナビリティ開示実務対

応基準として開発することを想定してい

る。本公開草案は、我が国固有の制度が定

める温室効果ガス排出の測定方法を用い

て、気候基準の定めに従う場合の実務上の

取扱いに関する指針を定めるものである

ことから、サステナビリティ開示実務対応

基準として開発するものである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
「SSBJ 基準と ISSB 基準の比較」（従来

の「差異の一覧」）については、ISSB 基準

と ISSB 基準に対応する SBBJ 基準の差異

を示すものであり、サステナビリティ開示

実務対応基準は、「SSBJ 基準と ISSB 基準

の比較」の対象として想定していない。

ISSB が、各法域の制度に対して、ISSB 基

準における解釈を個々に判断することは

ないと考えられるためである。 

 

なお、SSBJ 基準は、ISSB 基準と機能的

に整合した結果をもたらすように設計さ

れたものであるが、ISSB 基準との差異と

して、ISSB 基準の要求事項に代えて企業

が適用を選択することができる SSBJ 基準

に追加した選択肢及び ISSB 基準に含まれ

ない定めを追加している。SSBJ 基準独自

の取扱いを適用することを選択した場合、

SSBJ基準に準拠した開示が、必ずしもISSB

基準に準拠しない開示となるわけではな

く、SSBJ 基準に準拠した開示は、ISSB 基

準に準拠することになる場合もあれば、準

拠しないことになる場合もあると考えら

れる。SSBJ 基準に準拠した開示が ISSB 基
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
準に準拠することになるかどうかについ

ては個々に判断する必要があると考えら

れる。 

 

左記コメントの後段に記載の我が国に

おける適用上の課題について、継続的に

ISSB と連携しながら解決を図る取組みを

推進することを期待するコメントについ

ては、今後の参考とすることとした。 

同 上 6. また、上述の点は、気候基準第49項ただし書きの定めと整合した要求事項であるIFRS 

S2号第29項(a)(ii)ただし書きの解釈にも及ぶものと考えられる。このため、仮に本公

開草案の内容を基準として定める場合、ISSB基準との間で差異が生じるものではないこ

とを明確にしていただきたい。 

ISSB 基準における解釈については、質

問 3 の 1)の冒頭で記載している。ISSB 基

準との差異に該当するかどうかについて

は、上記に記載している。 

（温対法における SHK 制度以外の「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法の取扱いに対するコメント） 

2) 本公開草案

の考え方につ

いて、他の制度

への類推適用

の可否を明確

化すべきであ

る。 

以下の点については更に明確化すべきである。 

２．気候基準第49項ただし書の適用の考え方の温対法以外のGHG報告制度への類推適用

の明確化 

本公開草案によって、温対法におけるSHK制度に関する気候基準第49項ただし書の適用

方法に対する考え方が示されたと考えられる。すなわち、各法域のGHG排出の報告制度に

おいて、法的な要求事項を検討することが実質的に要求され、スコープ２GHG排出につい

てはロケーション基準の考え方と整合的な法域の当局又は上場する取引所が求めるGHG排

出量の算定方法のみが第49項ただし書の対象になることになったと解される可能性があ

る。 

左記コメントは、温対法における SHK 制

度以外の温室効果ガス排出報告制度につ

いて、気候基準第 49 項ただし書きの取扱

いの選択の判断にあたり、本公開草案を適

用できるかどうかについて明確化すべき

であるとのコメントである。 

本公開草案は、我が国固有の温対法にお

ける SHK 制度に関する取扱いを明確化す

ることを目的としており、本実務対応基準

の開発にあたり、それ以外の温室効果ガス
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
具体的には、海外子会社を有する企業において、気候基準第49項ただし書を適用し、子

会社が活動する法域の当局等で要求される測定方法を用いる場合には、どのスコープに相

当するGHG排出の報告が要求されているのか、またスコープ２GHG排出についてはロケーシ

ョン基準とマーケット基準のどちらに相当する報告が要求されているのかを判断する必

要があると考えられるが、その点が不明瞭であり、明確にすべきである。 

その上で、当該判断の結果、温対法における SHK 制度以外の法域における GHG 排出報告

制度がマーケット基準に相当するスコープ２GHG 排出の報告を求めるものであると判断

される場合には、気候基準第 49 項ただし書は適用されず、また本実務対応基準も SHK 制

度のみを対象とするため適用できないと解されるが、その点が不明瞭であり、明確にすべ

きである。 

排出報告制度についての検討は行ってい

ない。各法域における温室効果ガス排出報

告制度は、制度によってその目的や測定方

法などがさまざまであると考えられ、温対

法における SHK 制度以外の報告制度を用

いる場合、当該方法が、気候基準が定める

温室効果ガス排出に関する開示のうち、ど

の部分に相当する開示を要求しているの

かについて、報告制度ごとに判断する必要

があると考えられる。その結果、異なる結

論となる可能性がある。 

本公開草案は、この点が明確ではないと

考えられるため、上記の内容を結論の背景

に追加することとした。 

同 上 （法域の救済措置の適用範囲の明確化について） 

2. 本公開草案の内容を基準として定めることとした場合、気候基準第49項ただし書き

の定め（法域の救済措置）の適用可否を検討するにあたり、各法域の温室効果ガス排出

の報告制度において何が要求されているのかを詳らかに検討する必要があることを明

らかにしたと解釈される可能性がある。 

3. この場合、企業の子会社が活動する法域において温室効果ガス排出の報告制度が定

められている中で、企業が法域の救済措置の適用可否を検討するにあたっては、当該法

域における温室効果ガス排出報告制度を企業自身が精査し、例えば、次の事項について

検討する必要が生じる可能性がある。 

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
(1) 当該制度において、どの種類の温室効果ガスについて報告が要求されている

のか。 

(2) 当該制度において、どのスコープに相当する温室効果ガス排出の報告が要求

されているのか。 

(3) 当該制度において、スコープ2排出についてはロケーション基準に相当する温

室効果ガス排出の報告が要求されているのか。 

4. この際、「相当する」かどうか、また、「要求されている」かどうかについては、明

確な線引きをすることが困難となり、結果として法域の救済措置の適用を困難にする可

能性がある。 

5. 本公開草案は、わが国の制度に関連する内容に限定して適用されることを想定して

いるものの、上述の点はわが国の制度に限定されるものではなく、気候基準第49項ただ

し書き自体の解釈にも及ぶものと考えられる。したがって、気候基準第49項ただし書き

の定めを適用して他の法域の温室効果ガス排出の報告制度に基づく温室効果ガス排出

を用いるにあたり、上述のような適用上の対応が追加的に必要となるのかどうかを確認

させていただきたい。 

3) 気候基準第

49 項ただし書

きの適用対象

となる我が国

の制度につい

て明確化すべ

きである。 

実務対応基準 「Ⅰ.範 囲」(P.3)に記載の「本実務対応基準は、温対法におけるSHK制

度の対象となっている企業が、「気候基準」第49項ただし書きに従って、企業の全部又は

一部について、温対法におけるSHK制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス

排出を用いて、「気候基準」の定めに従った測定及び開示を行う場合に適用する。」と示さ

れているが、国内の温室効果ガス排出量の算定にあたっては、温対法に基づくSHK制度の

他にGX-ETS等、複数の制度に基づく算定方法が存在している。この点について、SSBJ基準

に基づく開示にあたり、温対法に基づくSHK制度以外に認められる算定基準としてどの制

度が対象となり得るのか、SHK制度のみが想定されているのか、またはその他の制度も対

象となる可能性があるのかが明確ではないと考えられる。 

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
また、GX-ETSに参加する企業においては、SHK制度に基づく報告に加え、GX-ETSにおけ

る認証対応、さらにSSBJ基準への対応が求められることとなり、制度ごとに異なる算定・

報告・保証への対応が必要となり、企業に過度な実務負担が生じるおそれがある。 

そのため、GHG 排出量算定に関する複数ある算定基準（SHK 制度、GX-ETS 等）の考え方

について、実務負担の観点も踏まえ、より詳細な補足の追記が望まれる。 

4) 本公開草案

は、「GHGプロト

コル（2004年）」

とは異なる方

法全般を対象

とするものと

して開発すべ

きである。 

公開草案の作成趣旨である、気候関連情報の開示において、日本国内の既存法定報告制

度であるSHK制度との整合性を図ることで企業の実務負担を軽減するという方向性につ

き、賛同致します。一方、公開草案では十分に明確化がなされていない論点があり、追加

的な整理が必要と考えます。 

 

1. 前提 

（中略） 

また、上記の個別的な不明確さに加え、より根本的な問題として、本公開草案がSHK制

度という日本固有の一制度に特化した実務対応基準として設計されており、サステナビリ

ティ開示テーマ別基準第2号「気候関連開示基準」（以下「気候基準」という）第51項が本

来広く想定している「各法域の当局が要求する測定方法」一般との適用関係については示

されていない点が課題と考えています。 

気候基準第51項の但し書きは、SHK制度のみを念頭に置いたものではなく、世界各国・

各地域における法定GHG算定・報告制度を広く対象とする規定と理解しています。SSBJ基

準を適用する日本の上場企業の多くは海外に連結子会社・関連会社を有しており、当該子

会社等が所在する各法域の法定GHG算定制度（以下、現地法定開示制度）に従った測定値

を活用したいというニーズが存在します。今回のSHK制度と同様の問題、すなわちGHGプロ

トコルとの算定対象範囲・算定方法の差異をどのように取り扱うかという問題は、他の法

域の現地法定開示制度においても生じ得るものです。 

（左記コメントにおける気候基準第 51

項は気候基準第 49 項を指していると考え

られるため、読み替えたうえで対応を記載

する。） 

左記コメントは、一部の法域を対象とし

た本公開草案の開発アプローチを否定す

るものではないが、気候基準第 49 項ただ

し書きの取扱いの選択に関して、各法域に

おける現地法定開示制度を用いる場合に

共通して適用される原則規定として整備

すべきとのコメントである。 

本公開草案を開発することとした経緯

は、温対法における SHK 制度の定める方法

を用いる場合に、我が国固有の温対法にお

ける SHK 制度の定める方法に関して見解

が分かれていることにより、さまざまな実

務が生じ、情報の比較可能性が損なわれる

可能性があったためである。本公開草案の

内容を「GHG プロトコル（2004 年）」とは
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
公開草案のように特定の一法域制度のみを対象とした個別の実務対応基準を策定する

アプローチを採るとすれば、今後同様の問題が他の法域について生じるたびに個別の実務

対応基準を追加策定しなければならなくなります。これは基準体系の際限のない膨張を招

くとともに、企業においても開示作成負担の増加を招く恐れがあります。 

公開草案のアプローチ自体を否定するものではありませんが、SHK制度に特化した個別

規定を設けるに先立ち、気候基準第51項の適用に関する法域横断的な原則規定を整備する

ことが優先されるべきと考えます。その上でSHK制度に関する具体的な規定を、当該原則

規定の適用例として位置づけることが、基準体系の整合性及び持続可能性の観点から重要

と考えます。 

 

2. 提案 

公開草案の内容を、SHK制度に特化した個別基準としてではなく、気候基準第51項の但

し書きに基づき各法域の現地法定開示制度を用いる場合に共通して適用される原則規

定として整備することを提案致します。その上で、SHK制度は原則規定の適用例として

別途例示する構成とすることが適切と考えています。 

原則規定の内容として、以下の通り「開示項目はGHGプロトコルに従い、算定対象範囲・

算定方法は現地法定開示制度に従うことを認める」という二層構造のルールの採用が望

ましいと考えています。 

① 開示項目 

スコープ1・2・3の各開示事項はGHGプロトコルに基づく気候基準の定めに従うも

のとし、現地法定開示制度を選択した場合においても免除されない。 

② 算定対象範囲・測定方法 

各スコープに相当する開示項目が現地法定開示制度に存在する限り、現地法定開

示制度に基づき算定した値をそのまま開示することを認める。現地法定開示制度

異なる方法に共通した定めとすることは

想定していない。 

質問 3 の 2)に記載のとおり、温対法に

おける SHK 制度以外の温室効果ガス排出

報告制度を用いる場合、当該方法が気候基

準が定める温室効果ガス排出に関する開

示のうち、どの部分に相当する開示を要求

しているのかについて、報告制度ごとに判

断する必要があると考えられる。その結

果、異なる結論となる可能性がある。 

本公開草案は、この点が明確ではないと

考えられるため、上記の内容を結論の背景

に追加することとした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
の算定対象外となる排出源等の差異については、追加算定は求めない。尚、スコ

ープ2においては、現地法定開示制度においてマーケット基準のみ開示している

場合には、ロケーション基準の追加算定は不要とし、マーケット基準の数値を用

いることを可能とし、その旨を気候基準に基づき注記する。 

上記提案の背景として、まず企業の開示作成負担の軽減があげられます。現地法定開示

制度の対象企業は既に各制度に基づくデータ収集・管理体制を整備しています。GHG算定

対象範囲及び算定方法においてGHGプロトコルへの追加的な対応を求めた場合、二重の算

定体系の整備が必要となり企業にとって過大な負担となります。これは気候基準第51項が

規定された主旨と異なる状況と考えます。また法域毎に算定制度は異なっており、仮に

GHGプロトコルに準拠した算定対象範囲・測定方法が求められる場合、グローバル企業は

各現地法定開示制度とGHGプロトコルとの差異を特定する実務が必要となりますが、現在

一般にそれらの差異は特定されておらず、企業が独自に対応することは実務上困難な状況

です。よって、スコープ1・2・3に相当する開示項目が存在する限り、算定対象範囲・測

定方法は現地法定開示制度を利用可能とすることが、現在の気候関連情報開示の実務を踏

まえると適切と考えています。 

また、開示情報の有用性の観点からも、利用者が最も必要としている情報はスコープ別

の排出量の規模及びその推移の把握と考えています。スコープ 1・2 における測定方法の

差異（例えば移動排出源の含否）は当該開示の有用性を根本的に損なうものではなく、各

法域の現地法定開示制度に従っている旨の注記でも担保されるものと考えています。 

（その他のコメント） 

5) 気候基準第

54 項の適用方

法を明確化す

べきである。 

同意する。但し、以下の点については明確化すべきと考えられる。 

(1) 気候基準第54項の適用方法 

気候基準第54項では、スコープ2GHG排出について、主要な利用者の理解に情報をもたら

すために必要な契約証書に関する情報がある場合の開示として、「契約証書に関する情報

左記コメントは、気候基準第 54 項で定

めている「契約証書に関する情報」と「マ

ーケット基準によるスコープ 2 温室効果

ガス排出」のいずれを開示するかの選択に
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
（同項本文）」と「マーケット基準によるスコープ2GHG排出量（同項ただし書き）」の二つ

の選択肢が定められている。当該要求事項を適用するにあたり、報告企業の一部に対して

前者を適用し、他の部分について後者を適用することが可能かどうかという点について

は、実務上、見解が分かれている可能性がある。 

この点は、報告企業の一部が、本公開草案第 7 項を適用して、温対法の枠組みで算定し

たロケーション基準による数値とマーケット基準による数値を開示する場合、他の部分に

ついても、マーケット基準による数値を開示することが求められることになるのかどうか

に関連する。このため、気候基準第 54 項の適用方法について、明確化いただきたい。 

ついて、報告企業の中で統一すべきか否か

の明確化を求めるコメントである。 

本公開草案の範囲外であることから、本

公開草案を修正しないこととした。 

6) 「GHG プロ

トコル（2004

年）」に基づい

た測定におい

て、温対法にお

ける SHK 制度

の排出係数を

用いる場合の

取扱いを明確

化すべきであ

る。 

また、関連する論点として、「GHG プロトコル（2004 年）」に基づいて測定することを選

択した会社が、温対法係数を用いて測定を行う場合には、SHK 制度において集計対象外と

なっている上述のガス[発電や蒸気生成に伴って発生する CO2 以外のガス]部分の調整が

必要になるのかについても、明確化いただきたい。 

左記コメントは、「GHG プロトコル（2004

年）」に基づいた温室効果ガス排出の測定

にあたり、温対法における SHK 制度の排出

係数を用いる場合に、「GHG プロトコル

（2004 年）」との差異を調整する必要があ

るかどうか、明確化を求めるコメントであ

る。 

「GHG プロトコル（2004 年）」に基づい

た温室効果ガス排出の測定については、本

公開草案の範囲外であることから、本公開

草案を修正しないこととした。 

7) 報告企業内

の取引に係る

温室効果ガス

排出の取扱い

を明確化すべ

SSBJ 基準への対応にあたり、算定バウンダリをグループ全体へ拡大する場合、グルー

プ内の会社によって採用する算定方法が異なる可能性がある。 

例えば、SHK 制度の対象となっている会社は同制度に基づく算定方法を用い、一方で対

象外の会社は GHG プロトコルに基づく算定方法を用いるといった状況が考えられる。こ

のように算定基準が混在する場合、グループ内取引に関わる排出量の取扱いや、排出量の

左記コメントは、報告企業内に測定方法

が異なる企業が存在する場合、グループ内

取引に関する排出量が報告企業として二

重計上（又は未計上）となる可能性がある
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
きである。 整合性の確保について実務上判断が分かれる可能性がある。(例：SHK 制度では販売した

電力や副生ガスに伴う排出量は自社の直接排出量からは控除し、受け取った側の直接また

は間接排出量に含めることになると想定しているが、グループ内で SHK 制度、GHG プロト

コルそれぞれに沿う会社がある場合、販売側・購入側どちらで計上するか整理することが

煩雑) 

そのため、算定方法が異なる会社がグループ内に存在する場合の排出量算定の考え方、

特にグループ内取引に関する排出量の取扱いについて、より詳細な補足の追記が望まれ

る。 

ことから、取扱いを明確化すべきとのコメ

ントである。 

温室効果ガス排出の測定方法が、「GHGプ

ロトコル（2004 年）」と温対法における SHK

制度の定める方法との間で異なることに

より生じる差異（二重計上又は未計上）の

取扱いについては、質問 1 の 3)の冒頭で

記載している。 

8) 本公開草案

の提案を、サス

テナビリティ

開示実務対応

基準として開

発することは

適切ではない。 

（抜粋） 

今回の規定を実務対応基準として制定することは、サスティナビリティ基準委員会のガ

バナンスとの関係で適切ではない。 

「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」の 11 条において、

「④サステナビリティ開示実務対応基準」は、「 ①から③のいずれにも該当しない分野に

ついて、一定の開示を定める基準」と規定されている。①から③は、① サステナビリテ

ィ開示ユニバーサル基準（サステナビリティ開示基準の全体像の説明及び基本となるルー

ル ）、② サステナビリティ開示テーマ別基準（サステナビリティ情報に関する全般的な

開示及びテーマ別の開示を定める基準）、③ サステナビリティ開示産業別基準 （サステ

ナビリティ情報に関する産業別の開示を定める基準）となる。 

今回の規定は、サステナビリティ開示テーマ別基準第２号気候関連開示基準に関する規

定であるので、②の「 サステナビリティ開示テーマ別基準（サステナビリティ情報に関

する全般的な開示及びテーマ別の開示を定める基準）」の分野に該当するものとなる。従

い、今回の規定の内容は、①から③のいずれに該当しない分野について、一定の開示を定

める基準ではないので、サステナビリティ開示実務対応基準としては制定できないと解釈

される。 

左記コメントは、本公開草案の内容は、

サステナビリティ開示実務対応基準では

なく、サステナビリティ開示テーマ別基準

である気候基準の付則として定めること

が適切であるとのコメントである。 

 本公開草案は、我が国固有の制度が定め

る温室効果ガス排出の測定方法を用いて、

気候基準の定めに従う場合の実務上の取

扱いに関する指針を定めるものであるこ

とから、サステナビリティ開示実務対応基

準として開発するものである。 

 そのため、本公開草案を修正しないこと

とした。 

なお、サステナビリティ開示ユニバーサ

ル基準、サステナビリティ開示テーマ別基

準、及びサステナビリティ開示産業別基準
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
本公開草案（本実務対応基準）は、「企業が、「気候基準」第 49 項ただし書きに従って、

企業の全部又は一部について、温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告

する温室効果ガス排出を用いて、「気候基準」の定めに従った測定及び開示を行う」とき

に適用されるものであることが明らかである。このことより、本公開草案（本実務対応基

準）は「気候基準第 49 項但し書きに従って、（略）「気候基準」の定めに従った測定及び

開示を行う」ことに関するものであるので、「サステナビリティ開示基準の開発に係る適

正手続に関する規則」11 条②の「 サステナビリティ開示テーマ別基準（サステナビリテ

ィ情報に関する全般的な開示及びテーマ別の開示を定める基準）」（具体的には「気候基

準」）の分野に該当するものである。 

従って、「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」11 条④の

「①から③のいずれにも該当しない分野について、一定の開示を定める基準」ではないの

で、「サステナビリティ開示実務対応基準」で定めるのは不適切である。 

「我が国の温対法における SHK 制度に関連する内容であることから、（略）サステナビ

リティ開示実務対応基準として公表する」という根拠づけは、全く間違っている。  

従い、今回の規定は、もし制定する場合は、気候基準を変更して、気候基準の中に付則

として規定するのが適切である。 

は、ISSB 基準に対応する SSBJ 基準として

開発することを想定している。それ以外の

内容について一定の開示を定める場合は、

サステナビリティ開示実務対応基準とし

て開発することを想定している。 

9) 本基準の適

用に関するガ

イダンスを提

供すべきであ

る。 

今回の実務対応基準に準拠した開示を行う場合も含め、有価証券報告書において、SSBJ

基準に準拠した開示を行う場合の記載事例や作成に当たってのポイント・留意点等の充実

を引き続き期待する。 

また、今後、サステナビリティ情報の第三者保証制度が開始され、金融商品取引法にも

とづく SSBJ 基準に準拠した開示が保証制度と併存して運用されることから、企業および

保証業務実施者の双方の実務が円滑に進むよう、SSBJ においても、関係機関との連携を

通じて、必要に応じて実務ガイダンス等により整合的な運用が図られることを期待する。 

左記コメントは、本公開草案の内容を含

め、有価証券報告書において SSBJ 基準に

準拠した開示を行う場合のガイダンス等

の充実を期待するコメントである。 

当委員会事務局のリソース及び優先順

位等を踏まえて検討することとした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
10) 金融機関

を含む関係者

との対話を継

続すべきであ

る。 

SSBJ 基準に準拠した開示における、SHK 制度を用いた温室効果ガス排出量の開示と、

GHG プロトコルを用いた温室効果ガス排出量の開示（スコープ１およびスコープ２）の整

合性確保に向けた SSBJ の取組みを歓迎する。 

金融機関では、スコープ１およびスコープ２に加えて、投融資ポートフォリオに起因す

るスコープ３（カテゴリー15：ファイナンスド・エミッション）が重要視されており、将

来的に SHK 制度のほか、PCAF（金融向け炭素会計パートナーシップ）が策定する基準との

整合性がどのように図られていくかにも高い関心を有している。今後の基準開発において

も、金融機関を含む関係者との対話を継続いただきたい。 

左記コメントは、本公開草案の提案の方

向性を支持するコメントである。 

左記コメントのうち、関係者との対話に

ついては、今後の基準開発においても継続

して行う。 

 

以 上 


